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答申の概要 

 諮問第 148 号 有料老人ホーム設置事前協議書の部分開示決定に対する異議申立て 

件 名      有料老人ホーム設置事前協議書の部分開示決定に対する異議申立て 

本件対象文書 有料老人ホーム設置事前協議書 

非 開 示 理 由 条例第７条第２号（個人情報）、第３号（事業活動情報） 

実 施 機 関      知事（介護保険室） 

諮 問 期 日      平成 18 年６月 28 日 

主 な 論 点      
私人間の土地賃貸借契約書の記載事項や有限会社の事業収支予算計画書が事業

活動情報に該当するか。 

 

審査会の結論 

静岡県知事が非開示とした部分のうち次の部分は開示すべきである。 

 (1) 役員履歴書のうち生年月日、学歴、職歴及び資格を記載した部分の項目名 

( 2 ) 財務諸表及び系列関係法人の存否 

 
審査会の判断 

１ 本件公文書の性質及び内容について 

(1) 性質 

 有料老人ホームを設置しようとする者(以下「設置予定者」という｡)は、あらかじめ、その施設

を設置しようとする地の都道府県知事に、規定の事項を届け出なければならない（老人福祉法第29

条第１項）。 

 設置予定者は、届出前に知事と事前協議をしなければならない(静岡県有料老人ホーム設置運営

指導要綱(以下｢要綱｣という｡)第４条)。事前協議に当たっては、設置予定者は、規定の書面を添付

した有料老人ホーム設置事前協議書を知事に提出しなければならない（要綱第５条第１項）。 

 知事は、事前協議の結果、設置計画の内容が要綱及び有料老人ホーム設置運営標準指導指針（平

成14年７月18日付け老発第0718003号厚生労働省老健局長通知別添）等に適合していると認めた場

合には、設置予定者に対して事前協議を終了する旨の通知を行う（要綱第５条第３項）。 

 本件公文書は、設置予定者である特定の有限会社が要綱第５条第１項に基づき知事に提出した有

料老人ホーム設置事前協議書である。 

(2) 内容 

 本件公文書は、要綱様式第１号及び要綱第５条第１項に規定する添付書面から構成されている。

添付書面のうち異議申立てに係るものは次のとおりである。 

ア 役員履歴書 

 設置予定者である有限会社の役員の履歴を記載した書面。 

イ 財務諸表及び系列関係法人の存否 

 設置予定者である有限会社の財務諸表及び系列関係法人の存否について記載した書面。 

ウ 土地賃貸借契約書 

 設置予定者である有限会社と土地所有者の間で有料老人ホームを設置する土地を賃貸借する

目的で契約を締結するために作成した書面。有料老人ホーム設置事前協議書提出の時点では契約

は締結されていないため、契約書の案である。 

エ 事業収支予算計画書 

 事業の収入及び支出の計画が勘定科目ごと事業年度ごとに表の形で記された書面。 

(3) 異議申立てに係る非開示部分について 

 本件公文書の非開示部分のうち異議申立てに係る部分は、以下のとおりである。 

ア 条例第７条第２号を根拠として非開示とされた部分 

 役員履歴書のうち生年月日、学歴、職歴及び資格を記載した部分の項目名 

 なお、趣意書、役員名簿、配置図、実測図、床面積求積図、非常用発電機結線図、非常用発電

機姿図、自家発電設備出力計算書、１階電気・消防設備図、２階電気・消防設備図、１階平面図、

２階平面図及び矩形図についても、条例第７条第２号を根拠として非開示とされた部分がある
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が、これらの書面には項目名は記載されていないので、異議申立ての対象になっていない。 

 また、法人定款についても、条例第７条第２号を根拠として非開示とされた部分があるが、そ

の部分の項目名は開示されているので、異議申立ての対象になっていない。 

イ 条例第７条第３号を根拠として非開示とされた部分 

( ア) 財務諸表及び系列関係法人の存否 

( イ) 土地賃貸借契約書の地代等・権利金等欄に記載された地代等及び権利金等並びに第９条特

約事項 

( ウ) 事業収支予算計画書 

 

２ 条例第７条第２号該当性について 

 実施機関が非開示とした役員履歴書のうち生年月日、学歴、職歴、資格を記載した部分の項目名

には、特定の個人に関する情報は含まれていない。したがって、個人に関する情報で、特定の個人

を識別することができる情報又は特定の個人を識別することはできないが、公にすることにより、

なお個人の権利利益を害するおそれがあるもののいずれにも該当しない。 

 以上により、役員履歴書のうち生年月日、学歴、職歴、資格を記載した部分の項目名は、条例第

７条第２号の非開示情報に該当しない。 

 

３ 条例第７条第３号該当性について 

(1) 財務諸表及び系列関係法人の存否 

 財務諸表及び系列関係法人の存否の情報は、法人である設置予定者に関する情報であるので、

「法人等に関する情報」である。 

 要綱第５条第１項第２号は、有料老人ホーム設置事前協議書の添付書面として「ア 法人の概要

イ 事業概要  ウ 役員名簿  エ 役員履歴書  オ 法人定款  カ 商業登記簿謄本  キ 主な出資者

（株主名簿、出資比率等）ク 過去３年の財務諸表（貸借対照表、損益計算書等）及び事業実績」

を規定している。また、「設置予定者に系列関係（親会社、子会社）がある場合は、系列関係法人

についても同様の書面を添付すること。」と規定している。 

 ところで、本件公文書の２枚目には「目次」という見出しの表があり、本件公文書に添付され

た書面が表示されている。この「目次」は、実施機関によりページの全体が開示されているが、

それを見れば、本件公文書に財務諸表及び系列関係法人に係る書面は添付されていないことは容

易に知ることができる。また、すでに開示された本件公文書全体を見れば、本件公文書に財務諸

表及び系列関係法人に係る書面が添付されていないことは明らかである。 

 したがって、財務諸表及び系列関係法人の存否は、「公にすることにより、当該法人等の権利、

競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがあるもの」ではなく、条例第７条第３号の非開

示情報に該当しない。 

(2) 土地賃貸借契約書の地代等・権利金等欄に記載された地代等及び権利金等並びに第９条の特約

事項 

ア 地代等及び権利金等 

 借主が貸主に支払う地代等及び権利金等は、法人である借主に関する情報であるので、「法

人等に関する情報」である。 

 私人間の土地賃貸借契約により発生する地代等及び権利金等は、契約当事者である借主と貸

主との間の自由な交渉により決定されるものである。したがって、周辺地域の相場等からある

程度類推することができるとしても、正確な金額については、通常第三者は知りえないもので

ある。 

 また、有限会社には、貸借対照表及び損益計算書の計算書類の公告の義務はないため、第三

者が公告された計算書類を分析することによって、有限会社が支払った地代等及び権利金等を

知ることもできない。 

 ところで、法人が土地賃貸借契約に基づき地代等及び権利金等として支払う金額を公にする

と、当該法人が土地賃貸借をする場合に支払う金額がわかることになるので、今後、当該法人

が土地賃貸借契約をする場合、相手方はあらかじめ当該法人の提示する金額を予測することが

でき、対等な立場で契約交渉ができなくなるおそれがある。 

 したがって、地代等及び権利金等は、「公にすることにより、当該法人等の権利、競争上の

地位その他正当な利益を害するおそれがあるもの」に該当する。 

 また、人の生命、健康、生活又は財産を保護するため、公にすることが必要であると認めら

れる場合とは、法人等の事業活動によって生ずる人の生命、健康、生活又は財産に対する危害
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又は支障が現実に発生している場合のほか、その発生の蓋然性が高い場合において、当該事業

活動に関する情報の開示が、その危害若しくは支障を排除し、拡大を予防し、又は発生を予防

するために、開示することによって法人等の被る不利益を考慮してもなお必要な場合であり、

仮に異議申立人が主張するように、道路上の交通の危険、汚物やごみ等の処理問題、河川の護

岸の弱体化による集中豪雨時の被害等の危害又は支障の発生の蓋然性が高いとしても、地代

等・権利金等の開示が、その危害若しくは支障を排除し、拡大を予防し、又は発生を予防する

ために、開示することによって法人等の被る不利益を考慮してもなお必要とは言えない。 

 したがって、地代等及び権利金等は、「人の生命、健康、生活又は財産を保護するため、公

にすることが必要であると認められる情報」に該当しない。 

 以上により、地代等・権利金等は、条例第７条第３号の非開示情報に該当する。 

イ 特約事項 

 土地賃貸借契約書の第９条の特約事項は、法人である借主に関する情報であるので、「法人

等に関する情報」である。 

 私人間の土地賃貸借契約の特約事項は、契約当事者である借主と貸主との間の自由な交渉に

より決定されるものである。特約事項は、契約当事者以外の者には秘密にすることを前提に作

成されたものであり、その内容については、通常第三者は知りえないものである。 

 特約事項の内容について当審査会で見分したところ、すでに実施機関により開示されている

第１条ないし第８条及び第 10 条が通常の土地賃貸借契約に含まれる一般的な条項であるのに

対して、特約事項は、本契約に固有の内容を有していた。このような当該契約に固有の内容を

有する条項を公にすると、借主と貸主との信頼関係が傷つき、契約当事者である法人が借主の

地位を維持できなくなるおそれがある。 

 したがって、特約事項は、「公にすることにより、当該法人等の権利、競争上の地位その他

正当な利益を害するおそれがあるもの」に該当する。 

 また、仮に異議申立人が主張するように、道路上の交通の危険、汚物やごみ等の処理問題、

河川の護岸の弱体化による集中豪雨時の被害等の危害又は支障の発生の蓋然性が高いとして

も、特約事項の開示が、その危害若しくは支障を排除し、拡大を予防し、又は発生を予防する

ために、開示することによって法人等の被る不利益を考慮してもなお必要とは言えない。 

 したがって、特約事項は、「人の生命、健康、生活又は財産を保護するため、公にすることが

必要であると認められる情報」に該当しない。 

 以上により、特約事項は、条例第７条第３号の非開示情報に該当する。 

(3) 事業収支予算計画書 

 事業収支予算計画書は、法人である設置予定者に関する情報であるので、「法人等に関する

情報」である。 

 事業収支予算計画書は、それを見ることによって、特定の事業に関する収支予算計画につい

て知ることができる文書である。また、これを分析することによって、法人の事業計画の内容

についても推知することができる。 

 したがって、事業収支予算計画書は、競争関係にある第三者等が入手すれば、当該法人の事

業収支予算計画及び事業計画を踏まえて経営戦略を作成することができることになるなど、当

該法人の競争上の地位が害されるおそれがある。 

 したがって、事業収支予算計画書は、「公にすることにより、当該法人等の権利、競争上の

地位その他正当な利益を害するおそれがあるもの」に該当する。 

 また、仮に異議申立人が主張するように、道路上の交通の危険、汚物やごみ等の処理問題、

河川の護岸の弱体化による集中豪雨時の被害等の危害又は支障の発生の蓋然性が高いとして

も、事業収支予算計画書の開示が、その危害若しくは支障を排除し、拡大を予防し、又は発生

を予防するために、開示することによって法人等の被る不利益を考慮してもなお必要とは言え

ない。 

 したがって、「人の生命、健康、生活又は財産を保護するため、公にすることが必要であると

認められる情報」に該当しない。 

 以上により、事業収支予算計画書は、条例第７条第３号の非開示情報に該当する。 

 

 


